
昭
和
五
十
九
年
五
月
十
八
日
受
領 

 
 

 
 

 

答

弁

第

一

二

号 
   

衆
議
院
議
員
菅
直
人
君
提
出
新
石
垣
空
港
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

内
閣
衆
質
一
〇
一
第
一
二
号 

昭
和
五
十
九
年
五
月
十
八
日 

衆

議

院

議

長 
福 

永 

健 

司 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

中 

曽 

根 

康 

弘 

一 

 



 

三 

 
衆
議
院
議
員
菅
直
人
君
提
出
新
石
垣
空
港
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

環
境
庁
の
「
自
然
環
境
保
全
基
礎
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
石
垣
島
周
囲
も
含
め
沖
繩
県
に
は
我
が
国
の
さ
ん
ご
礁

の
大
半
が
分
布
し
て
い
る
が
、
御
質
問
の
海
域
の
さ
ん
ご
礁
に
つ
い
て
は
「
す
ぐ
れ
た
海
中
自
然
環
境
」
と
し
て

は
記
録
さ
れ
て
い
な
い
。 

調
査
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
体
た
る
沖
繩
県
が
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。 

二
に
つ
い
て 

御
質
問
の
件
に
関
し
て
は
、
現
在
、
昭
和
五
十
五
年
六
月
三
十
日
の
八
重
山
漁
業
協
同
組
合
の
通
常
総
会
決

議
の
不
存
在
の
確
認
等
を
求
め
る
訴
訟
が
提
起
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
答
弁
は
差
し
控
え
た
い
。 

三
に
つ
い
て 



四
に
つ
い
て 

石
垣
空
港
が
廃
止
さ
れ
た
場
合
に
は
、
同
空
港
の
敷
地
の
約
六
割
を
占
め
る
国
有
地
は
、
国
に
返
還
さ
れ
る

こ
と
と
な
る
が
、
返
還
後
そ
れ
を
ど
の
よ
う
に
利
用
す
る
か
に
つ
い
て
は
未
定
で
あ
る
。 

石
垣
空
港
の
設
置
者
で
あ
る
沖
繩
県
か
ら
は
、
新
石
垣
空
港
の
供
用
開
始
と
同
時
に
石
垣
空
港
を
廃
止
す
る

意
向
で
あ
る
、
と
聞
い
て
い
る
。 

右
答
弁
す
る
。 

最
近
の
輸
送
需
要
の
動
向
に
か
ん
が
み
、
予
測
の
よ
う
な
需
要
の
大
幅
増
加
は
見
込
ま
れ
な
い
の
で
は
な
い

か
と
考
え
て
い
る
。 

四 

 




